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欧州連合 ・未来技術研 究所(IPTS)は、スペイ ン南部 の都市セ ビ リアに設置 され てい る。共 同研 究
を行 な うこ とを目的に、本年 の春か ら夏にかけ、 この研究所 に2回 滞在Lた が、滞在 は合 わせ て3
ヶ月 ほどにな った。以 下、この研究所 を紹介す る とともに今回の共 同研究 の報告 を行い 、さ らに、
どち らか とい えば 日本 人が滞在す るこ とも少ない土地 での見聞について も述べ てみたい。
1.IPTSの概i要
欧州 連 合(EU)は、構 成 国家 が様 々 な分 野 で の政 策 を共 有 し よ うとす る制 度 で も あ り、 研 究 ・技術
開発 の促 進 も重 要 な政 策 分 野 で あ る。 そ の た め 、EUには 共 通 の研 究 機 関 と して 共 同研 究 セ ン ター
(JRC:JointResearchCenter)および そ こに 属 す る八 つ の研 究所 が設 立 され て い る。 そ の ひ とっ
で あ る未 来技 術 研 究所(IPTS:InstituteforProspectiveTechnologicalStudies)は、 科 学 技
術 の諸 領 域 に 関す る分 析 を行 な うこ と を 目的 と して お り、 日本 流 に 云 うと 「ソ フ ト系 」 の研 究 を行
な う研 究所 で あ る。 そ の点 で我 が 科 学 技術 政 策 研 究 所(以 下 、NISTEPと略 記)と 似 た機 関 と言 え よ
う。 さ らに 、研 究者 数 が40名程 度 と規模 の 面 で も似 て い る し、個 々の研 究 分 野 に つ い て もか な り似
た と ころ が あ る。
も う少 し詳 し くIPTSの機 能 をみ るた め に 、EUのパ ン フ レッ トか ら引 用 す る と、"technologywat-
chfunction"を有 す る と と もに 、(1)科学 技 術 の進 展 に 関す るモ ニ タ リン グ とア セ ス メ ン ト、(2)科
学 技 術 の薪 領 域 に 関す る戦 略 的 な分 析 、 が 中核 的 な 活 動 で あ る と され て い る。
IPTSは1989年に設 立 され て い るが 、1994年10月にイ タ リア のイ ス プ ラか らスペ イ ン の セ ビ リア に
移 転 す る と と もに、 組 織 改 編 が 行 われ て い る。 そ の 際 に 、 略称 もそ れ ま で のPROMPTとい うもの か ら
IPTSへと変 更 され て い る。
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なお、 この 旧略称の よ うに凝った略称 は、即で よく見受 け られ る。略称が変更 されたためか、 しば
しばIPTSは昨年設立 されたばか りの新 しい研究所 と見 られ るよ うである。例 えばNature誌には、
「セ ビリア に設立 されたEUの新 しい研 究所」'とい う表現を使 ってIPTSの活動 を紹介す る記事がい く
つか 出てい る。新 しい研 究所 とい うのは厳密 には正 しくないが、機能が強化 されて注 目を集 めてい
るこ とは確か である。
2.共 同研究 に至 る経緯 と研究 内容 の概要
この度 の共 同研究 は、 「地域経済開発 のための科学技術指標 の開発 に関す る研究」 とい うもので、
副題 が 「イ ノベー シ ョン創 出のた めの社会 システ ムの解 析 と"共 通指標"の 開発」 とされて いる。
一言 で言 えば、地域 の科学技術活動 を定量的に把握す るための指標 を開発す るこ とを 目的 としてい
る。 ここでい う"共 通指標"と は、N本 とEUに共通す る(あ るいは さらに他 の国に も共通す る)指
標 とい う意味 である。
この研究 の内容 にっ いて述べ る前 に、共 同研 究を行 うまでの経緯 についてふれ てお く。NISTEPで
は、権 田金治 ・第2研 究 グルー プ前総括主任研 究官(現 東海大学教授)を 中心に、地域 の科学技術
政策 に関す る諸研 究を継続 してきたが、数年 前 よ り、 これ らの研究分野において欧州委員会第12総
局 と情報 交換 を行 な うな どの協力 関係 にあった。EUの政府 とで もい える欧州委員会 の うち、第12総
局は科 学技術 政策を担 当す る部 局である。別では、地域 の発展 に関す る問題 は大 きな政策課題 であ
り、科 学技術 政策の分 野で も地域 の問題が重視 されている。そ のよ うな交流を背景に、1993年6月に
岩 手県において、地域科 学技術 政策研 究の第1回 国際 ワークシ ョップをNISTEPが主催 した際 には、
欧州 委員会 よ り何人かが来 日している。1993年8月には、NISTEPとIPTSとの間で研究協力 のた めの書
簡 を交換 し、翌1994年5月には、第2研究グループ と欧州委員会 第16総局(地域政策担 当)との間で 、
地域科学技術 政策 にっいての共 同研 究を行 な うとの合意書を交換 した。 これが この度の共 同研 究へ
と具体化 したので あるが、その推進力 となったの は、MSTEPの地域科学技術政策研究 に対す る欧州
委員会 の強 い興味で ある。特 に、理論的な枠組み を構 築 しつつ、様 々な分析研究 の成果か ら得 られ
る知見 を統合 してい こ うとす るアプ ローチを高 く評価 した よ うであ る。 一方で、NISTEP側もEUの地
域科学技術政策、特 にSTRIDE(ScienceandTechnologyforRegionalInnovationandDevelop-
mentinEurope)と名付 け られた計画 にっいては、イ ノベー シ ョンのメカニズムやプ ロセ スに関す
る近年 の諸研究 の成果 を取 り入れた意欲 的な政策案 として注 目している。
共 同研究 を直接担 当 してい るのは、NISTEP側が2名 、IPTS側が3名 であるが、その他 に、欧州委
員会 の諸機 関に研 究協力者が いる。欧州側 のデー タが 日本 に比べて量が多 く複雑 なため、これ でほ
ぼ対等 とい う感 じである。それ ぞれ の研究者が本研 究だけで な く、様々な研究テーマ を抱 えてい る
点は、両者 とも同 じであ る。
共同研究 は、まず 、 日本 とEUの既存 の科学技術 指標 ・統計 の付 き合わせ に時間を割 き、地域 レベ
ルのデー タが どの程度入 手できるか検討 した。 日本側 のデー タについては、当初 、地域 レベ ルのR&
Dデー タ(研 究開発費や研究者 数)が 十分 でない等 の問題が あったが、 これ まで のMSTEPの研究成果
も蓄積 され て きてお り、 ある程度必要 なデー タが入手で きる見通 しが立 った。 一方、EU側は、国 に
よるば らっ きが大 きい こ とが問題であ るが、地域 レベル(州 レベル な ど)のR&D統計等 の作成 には大
きな努力が払われ てお り、状況は改 善 されつつ ある。
分析 のアプ ローチ に関 しては、様 々な議論 を重ねた結果、イ ノベー シ ョンの いくつかの重要な局
面に関す る指標 を作成 し、各地域のイ ノベー シ ョン政策の現状 と課題 を評価す る とい う方法 を基本
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とす るこ ととした。
研 究が ある程度進展 した段 階で、6月12日にIPTSにおいて第1回目のワー キング ・セ ミナー を開催
した。 日本か ら権 田前総括主任研究官 も参加 し、また、欧州委員会 か らも何人かの関係 者が参加 し
て、経過報告 を行な うと ともに、前記 のよ うな分析 方針 等につ いて議論 した。
今回の滞在 によ り、緊密な コミュニケー シ ョンを要す る共 同研究 の初期段階が一段 落 したた め、
今後、 当面は両サイ ドがそれ ぞれデー タの収集 ・加 工 と予備分析 を行な うことになる。 なお、本共
同研 究の成 果 に関 しては、欧州委員会側 は単行本 としての公刊 を望んでい るよ うであるが、具体的
な ことは未 定であ る。
3.IPTSの日常
IPTSにつ いて少 し違 った角度 か ら、すなわち 日常的 な研究所 の様子や筆者 の個 人的な経験 につい
て述 べてみ たい。 まず 、IPTSの構成員 について触れ てお こ う。IPTSの研 究者や職員 は、当然 の事 な
が ら別 各国の出身者 で 占め られ てい る。 ドイツ人、イタ リア人、スペイ ン人が多数派 の よ うであ る。
地元 のスペ イ ン人が多 いのは当然で あろ うし、イ タリア人が多いのはIPTSがイ タ リアか ら移転 して
きたためであ ろ う。 いずれ にせ よ、小 さな研究所 にもかかわ らず多数 の国の人材 が集 まっている こ
とが独特 の雰 囲気 を生み 出 してい る。特に、言語 の面 では、なかなか複雑 な状況 にある。英語 のネ
イテ ィブ ・ス ピー カー が少ない割に一応英語 が標準語 となっている.ものの、昼食時 な どには 、4ヶ
国語(英 、仏 、西 、伊)が 飛び交 うことも珍 しくない。 また、5ヶ 国語 、6ヶ 国語 を話す人 は ざら
である。
昼食 の話題 が出たっ いでに、IPTSの平均 的な一 日を紹介 しよ う。 各人の勤務時間は フ レックス制
であるが、朝 は9:00始業 が標準 とされてお り、実際に この時間に仕事 を始 める人が多い よ うである。
昼休み は1:00～3:0◎の2時間が標準だが、 ほとん ど全員 が2:00まで仕 事を し、それか ら昼食 となる。
この よ うな遅 い時 間の昼食は南欧諸 国では珍 しくない よ うだが、それ以外の国か ら来た人は 、慣 れ
るま で空腹 に悩 ま され る。 しか し、午前中の5時間を連続 して とれ るので、仕事 の面で は効 率的か も
しれ ない。昼食後の仕 事 は3:00から始 める と、5:00で7時間勤務 した ことになる。夏 のスペ インの夕
方5:00はまだ太陽が強烈 に照 っているので 、ア フター ・ファイブは 日本 とはだいぶ違 った ものにな
る。 なに しろ、夜は10時近 くになって ようや く暗 くな るのである。ただ し、5時以降 も仕事 を してい
る人 も多い こ とは言 うまで もない。
4.セ ビ リア、ア ンダル シア、スペ イン
次 に、蛇足なが ら筆者 が滞在 したセ ビリアとア ンダル シア地方 について、若干記 しておきたい。
セ ビ リア とい う名 前を闘いて 日本人 が思い浮かべ るのは ロッシーニ のオペ ラ 「セ ビ リアの理 髪師」
くらいで、あま りな じみ がないので はないだ ろ うか。セ ビリアは、その起源 を有史以 前に もつ ヨー
ロッパ で最 も古い都市 のひ とつ である。その歴 史のなかで、スペイ ンあるいはイベ リア半島で最 大
の都市 であった時期 が幾度 もある とい う。 ローマ帝 国がイベ リア半島を支配 していた時代 には、イ
ベ リア半島の 中心的な都 市であ り、 二人の ローーマ 皇帝 さえ生んでい る。 また16世紀か ら17世紀前 半
にかけてはスペ イン最大 の人llをかか えた商業都 市 として繁栄 した。現在 は人 口80万人 ほ ど、南部
アン ダルシア地 方最大 の都市 であるが、スペイ ンでは4番 目か5番 目の都市 である(何 人 かのスペ
イン人 に正確 な順位 を尋 ねた のだが誰 も知 らなかった)。1992年はバルセ ロナ でオ リン ピックが開
催 され た年 として記憶 に新 しいが、 この年 には、セ ビリアにおいて万国博覧会が開催 され ている。
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それ に合 わせ て、首都マ ドリッ ドか らセ ビ リアを結ぶ最新鋭 の鉄道(新 幹線)が 建設 され るな ど、
スペイ ン政府 もセ ビリアの開発 には力 を入れてい るよ うであ る。IPTSがこの地 に誘致 されたの も同
じ理 由のよ うである。経済力の最 も乏 しいアンダル シア地方 の発展 はスペイ ンに とって も、 さ らに
はEUにとって も重要な課題の一つであ ろう。週末 ごとにア ンダルシア地 方の町 をめ ぐり歩いたおか
げで 、この地方 にす っか り思い入れ が強 くなって しま った私 に とって、アンダル シア地方の未来 は
気 になる ところで ある。
ところで、先 に 「セ ビリアの理髪 師」について触れたが、 この町は、なぜかオペ ラの舞台 とな る
ことが多 いよ うで、モー ツァル トの 「フィガ ロの結婚」 と 「ドン ・ジ ョバ ンニ」 、 ビゼーの 「カル
メン」 は良 く知 られてい るが、意外な ところではベー トーベ ンの 「フィデ リオ」 もセ ビリアの監獄
を舞 台に しているそ うで ある。 これ らの うち、特 に 「カル メン」では闘牛場や街 の酒場 、実在す る
建物 な どが登場 し、セ ビリアな らではの雰囲気 をよく示 してい る。セ ビ リアの雰 囲気 を一言で言 い
表す には、 「カル メン」 の町 と言 うのが よいかも しれない。 また、 日本人 はスペイ ン とい うと、情
熱 の国、闘牛 、フラメンコ、白い壁 の家、な どといったイ メー ジを思 い浮 かべ るこ とが多 いよ うだ
が、セ ビリアはそ のイ メー ジ どお りの町である。特 に、 フラメンコと闘牛 は本場 中の本場 である。
さらに、異 国情緒 を加 えてい るのは、いかにも南 国 らしい椋欄 の木 と、市内にい くつか残 って いる
イ スラム風 の建物 である。 これ は、8世紀か らの数 百年 にお よぶイス ラム教徒の支 配の遺産 であ る。
は じめて旧市街 に出てセ ビリアの象徴である ヒラル ダの塔 とカテ ドラル を見た とき、 ヨー ロ ッパ で
な くアラブの国に来た ので はないか と思ったほ どである。
この ような町に研究所 があるこ とをIPTSの人々は どう思 ってい るのであろ うか。何人か に、セ ビ
リアは好 きか、あるいはセ ビ リアでの生活は気 に入 ってい るか、な どと聞いてみたが 、セ ビ リアの
ことを気 に入 っている ようである。ただ し、 「す ば らしい町だが、なにもかもが(ヨ ー ロ ッパ の中
心か ら)遠 く離れ ている」 とい うの も共通する意見で ある。 私が不思議 に思 った のは、 スペイ ン以
外 の国か らIPTSに来 た人た ちがこんな にも多 く、彼 らは言葉 も違 う外 国で勤務す るこ とに抵抗 はな
かったのか とい う点である。 また、IPTSがイ タリアか らスペ イ ンに移転す る際 には、問題 にな らな
かったのだろ うか。 日本 な ら、研究所が隣…の県に移転す ると して も大騒 ぎであろ う。 こ ういった疑
問をぶっけてみて も、あま り重要 な問題 でない と思 って いるのか、納得す る答 えは得 られ なかった。
しか し、親 しくな る人 が増 えるにっれて、家族や ガール フ レン ド(あ るいはボーイ フ レン ド)を他
の国に残 してスペ インに来ている人 も多い ことがわかった。 もっとも、他 の国 とはいってもほ とん
どが陸続 きの国々であるか ら、我 々 日本人が考 えるほ ど 「外 国」 とい う意識 が強 くないのかも しれ
ない。
5.EUの一側 面
最 後に再びIPTSにっいて話 しを戻す と、 ここに様 々な国か ら人 々が集 まってい るこ とは、開放 的
な雰囲気を生み出す ことに大き く寄与 してい るよ うに思 える。 これは私に とって極 めて心地 よい も
ので あ り、特 に、帰国す る前に研究所 内の会議 室で開いても らった送別 会や 、昼食 の会 は忘れ られ
ない。その一方で、国際的で開放 的な雰囲気 を持つ といっても、それがほ とん どEU内で閉 じた もの
で あることは記 しておきたい。 なに しろ、IPTSにEU外か ら来て研究 を行な ったのは私 が初 めて との
こ とで ある。EUが内向 きになっているのか どうか、あ るいはそれ を心配すべ きなのか ど うかわか ら
ないが、 とにか くEUが困難 の多い試み を行 なってい ることは確 かに感 じられた。
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1.レ ポ ー ト紹 介/HighlightoftheNewReport
東南アジアの 日系企業の活動状況(調 査研究資料41)
1.は じめ に
1985年 のプ ラザ合意 による円高や我国の労働賃金 の上昇 をき っかけに、R本 企業 、特 に製造
業を中心 として、多 くの企業 が東南ア ジアをは じめ世界各国へ進出 した。 その結果 、国内産業の空
洞化 が懸念 され る状況 になってい る。 今回の調査 では、近年 日本企業の進 出が著 しいタイ、マ レー
シア、イン ドネ シアの東南 アジア3ヶ 国に進 出 した 日本企業の現地工場 を訪問 し、工場進 出の動機 、
従業員 の役割分担 、国内工場 との関係 、現地工場運営上 にお ける配慮 、部 品、資材 の調達率 、現地
のR&D、 技術供与 の対価、 当面の問題 点な どについて現状 の調査等 を行 った。
表 今回調査した日本企業
国 別 業 種 別 進 出 場 所
タイ
平成7年3月20日(月) 電線加工 バ ン コ ク
機械部品 〃
精密機械 ∫ノ
21日(火) OA関 連 アユ タヤ
マ レ・一 シ ア
平成7年3月23日(木) 電気 ペナ ン
24日(金) 家電 クアラルンプ ルー
イ ン ドネ シア
平成7年3月27目(月) 衣料関連 ジャカル タ
家電 〃
28日(火) 自動車 〃
自動車部品 〃
2.調 査 結 果
(1)進出の動機
各企業が進 出を行 う動機 は各社様 々であるが、85年 のプラザ合意以降の進 出は、円高対応策 と
して進 出 してい るものが多 く、それ以前は、各国政府 の誘致及び現地政府 の輸入制 限に対す る対応
と関連 した ものが多い よ うに思 われ る。 また、従来は各製品 ごとの個別 の事情 に応 じた進出 を行 っ
ていた企業 も、各社 ご とのグローバルな戦 略のた めに、生産か ら販売 まで含 めた最適な世界ネ ッ ト
ー ワー クの構築 を考 えた投資 を行 ってい こ うとい う考 え方に変化 してきている。
(2)従業員 に関す る問題
一般 に創 業以来長 い年月 を経過 してい る場合 で、製品が一般 的な ものであ り、製造 が手作業 に依
存 している割 合の高 い ものにつ いて は、現地スタ ッフによる運営が進 んでいるケー スが多 い。 これ
に対 して製造 している ものがある程度先端 的な製 品、ない しは熟練 を要す る製 品の場合 、 日本人 ス
タッフが必要であ り、その割合 も高 くなる傾向がある。
従 業員について共通す る点 は、一般 のワーカーは概 して勤勉 で、定着率 も比較 的良 く特 に問題 は
ないが、高 レベルのエ ンジニアの絶対数が不足 している こと、またエ ンジニアの技術 レベル が必ず
しも高い とは言 えない状況な どが多 くの企業で問題 になって いる。一方、 ワーカー とエ ンジニアで
は賃金格差が大 きく、そのためエンジニアはプ ライ ドが高 く、手を汚すの を嫌 うと云 う問題 も指摘
されてい る。
(3)現地工場運営 にあたっての配慮
工場運営 に当た っての大 きな問題 の一つ は、民族、宗教、風俗習慣 の違いに よる問題 であ る。宗
教 の違 いにっいて は、それぞれの祝祭 日が異な ること、食物 についての制約が異 なるこ と、 さ らに
宗教 に関連 した風習(礼 拝の仕方な ど)が 異 な り、これ らについての配慮がな されてい る。
また、各企業 ともH本 的運営方法の浸透 、技術 の向上 を図 るため、N本 人の経験者 によるOJT
を含 め、教育 訓練 に力 を入れてお り、従業員 を 日本 に送 り教育訓練 を実施 して いる企業 も多い。
福利厚生 の面 では、社員会 を設 け、会社 と従業員 と安全衛 生や環境 問題 につ いて話 し合い を持つ
ことに よ り、社員 の 自主性や積極性 を引きだす試み を行 ってい る会社もある。
労働条件 にっいては、 日系企業の賃金その ものは他 の外資系企業に比べ て高 い とはいえないが 、
賞与、病欠休暇 、隔週週休制 を実施 してい るところもある反面、無断で3日 欠勤 した ら、直 ちに解
雇す るな ど、優 しさと厳 しさの使 い分 け と、福利厚生面 の充実 によ り定着 率の向上を進 めて いる。
(4)製品の販 売先及 び国内工場 との関係
今回訪問 した企 業の製 品の販売先 は、外国への輸出を中心 とす る企業、国内販売 と輸 出を併用 し
てい る企業、現地国内のみの販売 である企業の他 、親会社 また は協 力会社への部品等 のバ ックア ッ
プ を 目的 と して進 出 してい る企 業 と様 々で ある。 しか し、現地 では、 日本での系列関係 に こだわ ら
ず品質 のよい、安い部品 を求め る傾 向が強 く、今後、系列 関係や協力関係 にこだわ らず輸 出を含 め
た柔軟 な取引 を行 ってい こ うとい う考えがみ られ る。
また 、すべての企業が、同種の製 品を 日本及び現地工場で並行的 に生産 してい る。 その製 品の 区
分 けは様 々で あるが、全般的にい えば、 日本 では高付加価値 の製 品を、現地では普及型 の製 品 を製
造す る とい った、製品 の住み分 けを行っているよ うで ある。 しか し、一般 には海外工場 での生産 が、
日本 の国内工場の生産 を圧迫す る恐れがあ り、工場閉鎖等の 日本 国内で の深刻な失業問題が今後懸
念 され る。
運営 の 自主性 につい ては、現地への権限委譲 を抑制 しす ぎると、現地企業が本社への依存 を強 め
て成長 を妨 げる恐れが あ り、一方、権限を委譲 しす ぎると独 自性 が強 くな り、企業 グループ として
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考えた場合 、グルー プ全体 としての効率が悪化す る と思われ る。全般的 に、各企業 ともそれ ぞれ の
ビジ ョンに従 い、従業員 の採用、異動、 日常的 な運営、設備 の導入 の計画等 かな りの部分 につ いて、
現地企業へ権 限が委譲 されてい る。
(5)設備調達率、部品材料調 達率
生産設備 にっい ては、本質的には 日本 で稼働 実績 のあ る機械 をそ のまま持 ちこんでい るケースが
多い。各企業 とも生産設備の ローカル化 を進 めてはい るが、品質 、納期の面か らみて、現地企業か
らの設備の購入 には難 点が多 く、なかなか採用 しにくいのが現 実である。 これ らの機 械設備 にっい
ては、品質の確 保、 コス トを総 合的に判断 し、 あえて 自動化 を行 っていな い企業 も多 くみ られた。
部品材料の現地調達率の割 合は、機械の現地調達率に比べ高 い数値 を示 してお り、 グローバルな
供給体制の確 立 による長 期的な コス ト節減 を考 え、全体 として現地調達の割合を高め る方向 にある。
ただ、 ここでい う現地調 達の中身 は、依然 として 日系の現地企業か らの購 入がほ とん どであ り、純
粋な ローカル企業か らの購 入は、国によって異な るが、簡単 な梱包資材 や紙、 ゴム、 ビス、金網 等
ごくわずかに限 られ てい るこ とに留意す る必要があろ う。
(6)現地 のR&D
各企業 とも現地での本 質的なR&D活 動は今 までの ところ、殆 ど行っていないのが現状 である。
幾つ かの企 業では コス ト安及びマー ケ ッ トに近 い等 の理 由か ら、R&D部 門を発足 させ る計 画を も
ち、また既 に商品開発 に取 り組 んでい る企業 も見受 け られ、将来的にもその方 向で進ん でい くもの
と思 われ るが、既 に完成 された ノウハ ウを如何 に現地 に根付かせ るか といった こ とに苦 労 している
企業 も多 く、ま して、具体的 な商品開発 よ りさらに進んだ基礎研 究を現地 で行お うとす る動 きは、
今 回の調査 では全 く見 られ なかった。
この ことか ら、最先端 の技術 開発は従来通 り日本で 、一般 的な もの、ない しはその国 にマ ッチ し
た ものは、現地 で研究 開発 を進 め、 これ らの商 品の販売 によって得 られ た利益 を、 さ らに新製 品開
発 のために本 国(日 本)へ 還元 しよ うとす る考 えが一般的であ る。
(7)技術供与 の対価
既 に見た ように、現地 での研 究開発 は殆 ど行われてお らず 、従 って進 出す ることに よる本国
(日本)の 工場へ の技術的な見返 りはあま り期待で きない と思 われ る。 したが って、各企業 は、現
地企業 が得た利益 を本国 に還元 し、 日本での さらな る技術 開発 を行 って行 く必要があ る。
各企業 は、資本 の投下 に対す る利益 の還元で ある 「配 当」、原材料及び設備等 を現地へ輸 出す る
際のマー ジン、及び技術供与の対価 としての 「ロイヤルテ ィ」等 を組み合わせ て、本社への利益の
還元 を行 ってい る。 ロイヤルテ ィ方式の契約は、殆 どの企業 で実施 してい るが、その方式は、売上
高 に対 して ある利 率 を掛 けて支払っているものが最 も多 く、次 いで現地付加価値 または現地での製
造 コス トにある利 率を掛 けてい るもの、生産高または工場 出荷額 にある利 率を掛 けてい るもの もあ
った。 技術 供与 に対す る正当な報酬 であるロイヤル テ ィ契約 を締結 してお くことの重要性 が、今
後経営姿勢 を対外的に明瞭に示す ためにも、増 して来るのではないか と思われ 、また各企 業 もその
方向に動 く傾向に あるよ うである。
(第3調査研 究 グル ープ)
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H.最 近 の 動 き/CurrentTopics
○研 究会等/ResearchMeetingS
・ 「未利用 自然エネル ギー利用可能性等に関す る研究会」の第2回 研 究会 を9A8日 に開催 した。
第2回 研 究会 では 「エ ネル ギー を高効率で利用す るた めの社会の構築]に つ いて、環境調和型エ
ネルギー ・コミュニティの指 向を中心 と して議論 を行 った。
次回の課題 としては、 「産業 と社会 との共生の概念 に基づ くベス トミックス」 が挙 げ られ た。
皿.そ の 他/OtherTopics
○人事往 来
9月30H付けで 、権 田金治 第2研 究 グループ総括主任研 究官が辞職 しま 『した。
○ 主 要 来 訪 者 一 覧/ForeignVisitorstoNISTEP
9/11(月)Mr.MichelAlbert(フ ラ ン ス 電 力 公 社 副 総 裁)
/12～13Mr.SamsurdinBinAhmad(マ レー シ ア 科 学 技 術 情 報 セ ン タ ー 所 長)
○海外 出張
・9/9～9/16パーカー 第1研 究 グループ特別研 究員(中 国)
国際 ワー クシ ョップ 出席
・/11～/15後 藤 第1研 究グループ総括主任研 究官(マ レー シア)
講演及びマ レー シアの科学技術 政策 調査
乏、
編集 ・発行 科 学 技 術 庁 科 学 技 術 政 策 研 究 所 「政 策 研 ニ ュ ー ス 」 編 集 委 員 会
(担当:情 報 分 析 課)
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